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戸田市建設工事等における合冊入札実施要領 

平成２９年３月１３日市長決裁 

（趣旨） 

第１条 この要領は、戸田市（以下「市長部局」という。）及び戸田市上下

水道事業（以下「上下水道事業」という。）が発注する建設工事等におい

て、合冊入札を実施するために必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に掲

げるところによる。 

(1) 合冊入札 複数の契約を同一の者と契約する場合において、当該複

数の契約に係る入札を一つの案件として執行する入札 

(2) 建設工事等 建設工事の請負、物品購入、委託、貸借及びその他の

契約 

(3) 主体契約 合冊入札に係る複数の建設工事等のうち、設計額が最も

大きい主たる建設工事等 

(4) 関連契約 合冊入札に係る複数の建設工事等のうち、主体契約以外

の従たる建設工事等 

(5) 合冊入札設計額 主体契約に係る設計額及び関連契約に係る設計額

を合算した設計額 

(6) 合冊入札金額 主体契約に係る入札金額及び関連契約に係る入札金

額を合算した入札金額 

(7) 合冊入札落札金額 落札者の合冊入札金額 

（対象案件） 

第３条 合冊入札の対象となる建設工事等は、次の各号のいずれにも該当す

るものとする。 

(1) 主体契約及び関連契約（以下「主体契約等」という。）を一つの建

設工事等として設計する方法によらないこととする合理的な理由があ

ること。 

(2) 主体契約等を同一の者と契約することが必要であると判断される合

理的な理由があること。 

（実施の決定） 

第４条 合冊入札の実施の決定については、戸田市公共調達審査委員会（戸

田市公共調達審査委員会規則（平成２０年規則第１５号）第１条に規定す

る戸田市公共調達審査委員会をいう。）の審議、又は戸田市職務権限規程

（平成１３年訓令第１号）別表第１共通専決事項３財務に関する事項の部

（６）業者指名・契約の項若しくは同規程別表第２固有専決事項管財入札

課の項に規定する業者指名を専決する権限を有する者の専決によるもの
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とする。 

（入札公告等） 

第５条 市長部局及び上下水道事業が所管する建設工事等を合冊入札によ

り執行する場合の公告については、市長部局及び上下水道事業がそれぞれ

に行うものとする。ただし、当該入札を指名競争入札で行う場合の通知に

ついては、市長部局及び上下水道事業の長の連名で行うものとする。 

２ 前項の入札を埼玉県電子入札共同システムにより行う場合は、当該入札

に係る事務を総務部管財入札課において処理する。 

（設計額の算出等） 

第６条 主体契約等に係る設計額の算出に当たっては、主体契約等に係る諸

経費を調整した上で行うものとする。 

２ 合冊入札に係る予定価格、最低制限価格及び調査基準価格は、合冊入札

設計額に基づき算出するものとする。 

３ 合冊入札に係る失格基準価格は、合冊入札金額に基づき算出するものと

する。 

４ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項の選定に当たり、発注標準

額及び業者選定の基準における設計額を適用するときは、合冊入札設計額

を用いるものとする。 

（入札書） 

第７条 合冊入札に係る入札書は１枚とし、合冊入札金額を記載するものと

する。ただし、合冊入札金額は、取引に係る消費税及び地方消費税の額（以

下「消費税等」という。）を含まないものとする。 

（内訳書） 

第８条 入札参加者は、入札にあたり主体契約等それぞれの入札金額を記載

した合冊入札金額の内訳書を提出するものとする。 

２ 入札参加者が前項の内訳書を提出しない場合は、当該入札参加者の入札

を無効とする。 

（契約書） 

第９条 合冊入札に係る契約書は、主体契約等それぞれに作成するものとす

る。 

（契約金額の算出） 

第１０条 主体契約等の契約金額は、合冊入札落札金額を内訳書に記載され

た主体契約等それぞれの入札金額の割合に応じて按分した額に消費税等

を加算した額とする。ただし、主体契約等いずれかの入札金額が、その設

計額の１１０分の１００に相当する金額を超えるときは、合冊入札落札金

額を合冊入札設計額における主体契約等それぞれの設計額の割合（小数点

以下４位を四捨五入し、小数点以下３位で位止めとする。）に応じて按分
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した額（当該按分後の額に１円未満の端数がある場合は、当該端数を切り

捨てるものとし、算出した按分後の額を合算した額が、合冊入札落札金額

に満たないときは、主体契約に係る端数を切り上げるものとする。この場

合において、関連契約が複数あり、かつ、主体契約に係る端数の切り上げ

後においても端数があるときは、関連契約のうち設計額が大きいものから

順に、端数がなくなるまで切り上げるものとする。）に消費税等を加算し

た額とする。 

２ 前項の契約金額に１円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てる

ものとする。ただし、算出した契約金額を合算した額が、合冊入札落札金

額に消費税等を加算した額に満たない場合は、主体契約に係る端数を切り

上げるものとする。この場合において、関連契約が複数あり、かつ、主体

契約に係る端数の切り上げ後においても端数があるときは、関連契約のう

ち設計額が大きいものから順に、端数がなくなるまで切り上げるものとす

る。 

（入札結果等の公表） 

第１１条 入札結果の公表に当たっては、合冊入札設計額、合冊入札金額及

び合冊入札落札金額をもって行うものとする。 

（調整及び協議） 

第１２条 主体契約等の担当課は、相互の連絡等を密にして、設計、施工等

の調整及び協議を行い、建設工事等の円滑な実施を図るものとする。 

（準用） 

第１３条 この要領による取扱いは、複数の契約を同一の者と契約する場

合において、当該複数の契約に係る見積書を一つの案件として徴する随

意契約について準用する。ただし、主体契約等いずれかに単価契約を含

む場合は、第１０条の規定を除く。 

（その他） 

第１４条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要領は、平成２９年３月１３日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成３０年３月７日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

 


